
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＪＲ東日本労働組合 

発責 教育・広報部 

2023年 1月 18日 №563 

 

 

【提案内容】 

これからの当社の成長を担う人材を確保し、働きがいを高めていく観点から、次のとお

り初任給特別措置を実施する。 

１. 実施内容 

（1） 支給範囲等 

①初任給特別措置は、賃金規程（昭和 62 年 4 月人達第 8 号）第 13 条に規定する初任給

表 1 又は初任給表 2（以下「初任給表」という。）の適用を受ける者に支給し、その額

は月額とする。 

② 支給額は、次に定めるとおりとする。 

支 給 期 間 支 給 額 

1年まで 8,000 円 

1年を超え、2年まで 6,000 円 

2年を超え、3年まで 4,000 円 

3年を超え、4年まで 2,000 円 

③支給期間の計算は、採用された日の属する月から 1年とし、以後この例による。 

④月の途中において、新たに支給し、又は支給しないことになった場合は、日割り計算

による。 

⑤賃金規程第 10 章、第 12 章及び第 13 章における取扱いは、技能手当の取扱いと同様

とする。ただし、退職前提休職を命ぜられた場合は、その者の初任給特別措置の額

に、70／100を乗じて得た額を支給する。 

⑥ 支給日は、当月の賃金支給日とする。 

（2） その他 

①令和 2年 4月 1日から令和 5年 3月 31日までに賃金規程第 13条に規定する初任給表

の適用を受けて採用された者については、前号に定めるところにより、令和 5 年 4 月

1日以降、初任給特別措置を支給する。 

②会社が必要と認めた場合、前号にかかわらず、初任給特別措置を特に支給することが

ある。 

２. 実施日 

令和 5年 4月 1日 

 

東日本ユニオンは 1 月 18 日に団体交渉において「初任給の特別措置の実施について」の

提案を受けました。 


